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環境関連法規制一覧

· 各法令のより具体的な説明用資料はインターネットなどの資料を適宜利用する。
· 教育伝達方法は説明、掲示、回覧、配付などによる。

環境基本法

· 環境の保全について、基本理念を定め、並びに国、地方公共団体、事業者及び国民の責務を明らかにする。
· 環境の保全に関する施策の基本となる事項を定める。
· これらにより環境の保全に関する施策を総合的かつ計画的に推進する。

地球温暖化対策の推進に関する法律（地球温暖化対策推進法）
· 地球温暖化対策に関し、京都議定書目標達成計画を策定する。

· 社会経済活動その他の活動による温室効果ガスの排出の抑制等を促進するための措置を講ずる。
· これらにより地球温暖化対策（防止対策）の推進を図る。
循環型社会形成推進基本法
· 環境基本法の基本理念にのっとり、循環型社会の形成について、基本原則を定める。

· 国、地方公共団体、事業者及び国民の責務を明らかにする。

· 循環型社会形成推進基本計画の策定及びその他循環型社会の形成に関する施策の基本となる事項を定める。

· これらにより循環型社会の形成に関する施策を総合的かつ計画的に推進する。

エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネルギー法）
· 燃料資源の有効な利用の確保のため、工場、輸送、建築物及び機械器具についてのエネルギー使用の合理化に必要な措置を講ずる。
· また、その他エネルギーの使用の合理化を総合的に進めるために必要な措置等を講ずる。

資源の有効な利用の促進に関する法律（資源有効利用促進法）
· 資源の有効な利用の確保を図る。
· 廃棄物の発生の抑制及び環境の保全のため、使用済物品等及び副産物の発生の抑制並びに再生資源及び再生部品の利用の促進を図る。
· これらに関する必要な措置を講ずる。

国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）

· 国、独立行政法人等及び地方公共団体による環境物品等の調達の推進、環境物品等に関する情報の提供、その他の環境物品等への需要の転換を促進するために必要な事項を定める。
· これらにより環境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会の構築を図る。

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃棄物処理法）
· 廃棄物の排出を抑制する。
· 廃棄物の適正な分別、保管、収集、運搬、再生、処分等の処理を規制する。
· 生活環境を清潔にする。
· これらにより生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図る。

海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律
· 船舶、海洋施設及び航空機から海洋に油、有害液体物質等及び廃棄物を排出すること、船舶から大気中に排出ガスを放出すること並びに船舶及び海洋施設において油、有害液体物質等及び廃棄物を焼却することを規制し、廃油の適正な処理を確保する。

· 排出された油、有害液体物質等、廃棄物その他の物の防除並びに海上火災の発生及び拡大の防止並びに海上火災等に伴う船舶交通の危険の防止のための措置を講ずる。

· これらにより、海洋汚染等及び海上災害を防止し、あわせて海洋汚染等及び海上災害の防止に関する国際約束の適確な実施を確保する。

· このことにより海洋環境の保全等並びに人の生命及び身体並びに財産を保護する。
危険物船舶運送及び貯蔵規則
· 船舶による危険物の運送及び貯蔵並びに常用危険物の取扱い並びにこれらに関し施設しなければならない事項及びその標準を定める。 
船舶からの有害液体物質の排出に係る事前処理の方法等に関する省令
· 海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律施行令（昭和四十六年政令第二百一号）第一条の八第三項及び別表第一の七に基づき、

· また、海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律施行令の一部を改正する政令（昭和六十一年政令第三百三十六号）附則第二項、第四項及び第七項の規定に基づき、
· 船舶からの有害液体物質の排出に係る事前処理の方法等に関する命令を次のように定める。
Ｘ類物質等に係るストリッピング
Ｘ類物質等に係る予備洗浄
Ｙ類物質等又はＺ類物質等に係るストリッピング
Ｙ類物質等又はＺ類物質等に係る予備洗浄
高圧ガス保安法
· 高圧ガスによる災害を防止するため、高圧ガスの製造、貯蔵、販売、移動その他の取扱及び消費並びに容器の製造及び取扱を規制する。
· 民間事業者及び高圧ガス保安協会による高圧ガスの保安に関する自主的な活動を促進する。
· これらにより公共の安全を確保する。

特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保等に関する法律（フロン回収破壊法）
· オゾン層を破壊し又は地球温暖化に深刻な影響をもたらすフロン類の大気中への排出を抑制する。

· そのために特定製品からのフロン類の回収及びその破壊の促進等に関する指針及び事業者の責務等を定める。
特定家庭用機器再商品化法(家電リサイクル法)

· 特定家庭用機器の小売業者及び製造業者等による特定家庭用機器廃棄物の収集及び運搬並びに再商品化等に関し、これを適正かつ円滑に実施するための措置を講ずる。

· これにより、廃棄物の減量及び再生資源の十分な利用等を通じて、廃棄物の適正な処理及び資源の有効な利用の確保を図る。

· このことにより、生活環境の保全及び国民経済の健全な発展に寄与する。
(参考：任意取組)
船舶安全管理認定書等交付規則（運輸省告示）（「任意によるＩＳＭコードの認証」の付与制度）

· 運輸省は、ＩＭＯで規定された「国際安全管理規則（ＩＳＭコード）」に基づき任意により申請者が構築した安全管理システムを認証するスキームとして「船舶安全管理認定書等交付規則（運輸省告示）」を制定。

· これにより、海運事業者の安全努力が企業の競争力向上に寄与しうるように、民間の自主的な取り組みを支援することにより海運分野の安全性の向上を図るとともに、船舶の安全の確保及び海洋の汚染の防止を図る。

（注）この一覧表にはその他関連する法令を必要に応じて適宜加えていく。
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